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Ｐ１３００４ 

 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」基本計画 

 

ＩｏＴ推進部 

 

１． 研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

クラウドコンピューティングやＩｏＴ（もののインターネット）の利用拡大、ＡＩ

（人口知能）の活用が急速に進んでおり、データセンタなどにおける情報処理量や情

報通信トラフィックが指数関数的に増大しており、今後も情報量の増大が予測されて

いる。現状技術の延長ではデータ伝送に係る電力消費量は増加し続け、２０２５年に

は１５００億 ｋＷｈ（現在の国内電力消費量全体の６分の１）に膨らむと見込まれ

ている。情報処理で発生する排熱を少ない電力で処理できるようになったことなどに

より、データセンタの市場規模の伸びに対する消費電力量の伸びは徐々に小さくなる

傾向にあるが、一層の省電力化のためには、情報処理機器・装置そのものの低消費電

力化と高速化を両立できる技術開発と社会実装を進める必要がある。こうした状況を

踏まえ、内閣府が２０１６年１月策定した第５期科学技術基本計画および２０１７年

６月に策定した科学技術イノベーション総合戦略２０１７の中では、「超スマート社

会」（Society5.0）実現のために情報通信基盤技術の開発強化が掲げられ、大規模デ

ータを高速にリアルタイムにかつ少ない消費電力で処理するためのデバイスおよびネ

ットワーク実現が求められている。 

電子機器に電気配線を用いる場合データ伝送量や速度、伝送距離の増加に伴い信号

伝送の損失が大きくなるのに対して、光配線を用いる場合それらが増大しても損失は

一定であり消費電力の増加は極めて小さいという特性がある。このメリットを生かし

て、光配線は高速インターネット網や携帯電話基地局で利用されているほか、近年は

データセンタ等の低消費電力化・高速化技術として光配線技術が有力視され、半導体

関連企業などで研究開発が進められている。 

 

②我が国の状況 

我が国では、２００９年度から２０１３年度まで、内閣府・総合科学学術会議の下

で日本学術振興会（ＪＳＰＳ）が進める「最先端研究開発支援プログラム（ＦＩＲＳ

Ｔプログラム）」においてフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開

発（ＰＥＣＳＴ：Photonics-Electronics Convergent System Technology）事業が進

められ、光源・受信器・導波路など光インターコネクトに必要な技術を１つのシリコ
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ンチップに集積し光集積回路として機能させるための研究開発が行われ、光集積回路

として世界最高の情報伝送密度を実証することに成功し、世界をリードするポジショ

ンを獲得している。また、２００８年度から２０１７年度まで、文部科学省（ＪＳ

Ｔ）の「先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム」において光ネットワ

ーク超低エネルギー化技術拠点事業が進められ、シリコンフォトニクススイッチ等の

基盤技術開発とネットワークシステムの構築により大容量データを超低消費電力で伝

送できる光パスネットワークの原理を実証している。 

 

③世界の取組状況 

海外では、政府資金投入による大型プロジェクトとして研究開発活動が活発に進め

られている。 

例えば、欧州では「7th Research Framework Programme（FP7)」（２００７年～２０

１３年、総額６８億円） が実施され、その後継として「HORIZON2020」の中で１２のシ

リコンフォトニクス関連のプロジェクト（２０１５年～２０２０年、総額５１億円）が

遂行されている。 

米国でも「DARPA Projects for Silicon Photonics」（２００６年～２０１２年、総

額８６億円）等の取組があり、２０１５年以降は日本のプロジェクトをモデルにしてシ

リコンフォトニクスの実装及びものづくりを目的とするプロジェクト「The American 

Institute for Manufacturing Integrated Photonics (AIM Photonics)」（２０１５

年～２０１９年、総額７２６億円）、及び「Energy-efficient Light-wave Integrated 

Technology Enabling Networks that Enhance Datacenters (ENLITENED)」(２０１７

年～２０２０年、前半２年の総額約２８億円)が立ち上がっている。 

 

④本事業のねらい 

本研究開発は、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、電子機器の電気配線を

光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装シ

ステム技術を実現する基盤技術を確立することを目指す。 

本研究開発で成果を得ることにより、光半導体分野における我が国の国際優位性を

維持するとともに、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場にお

いて我が国が競争力を獲得し、さらには半導体産業、回路基板産業やそれらをシステ

ム化したサーバ、ルータ等の情報通信機器産業などのエレクトロニクス産業の活性化

にも資する。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

本研究開発では、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減でき
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かつデータセンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素

技術を確立することを目標とする。 

具体的には、電子機器のデータ伝送において１０Ｔｂｐｓ／ノードの伝送帯域と電

気配線を用いる場合と比較して１／１０の低消費電力化を、また通信速度あたりの面

積比で１／１００以下の小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。 

研究開発の進捗に合わせ開発成果の一部を順次実用化し、光配線と電子回路を融合

させた光エレクトロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

本プロジェクトでは、２０１７年度までに実施した光エレクトロニクス実装基盤技

術開発及び光エレクトロニクスシステム化技術開発により上記アウトプット目標を

実現可能とする技術を確立している。引き続き研究開発を行い、プロジェクト完了ま

でに上記目標を達成する。 

個々の開発項目における中間及び最終目標に関しては、別紙１および２を参照のこ

と。 

 

②アウトカム目標 

本事業で開発される技術をサーバ、データセンタ、ネットワーク機器等に適用し普

及させることにより、２０３０年には国内で年間約１５００万トンのＣＯ2 排出に相

当するエネルギーが削減されると見込まれる。 

また、グローバルな市場創出効果として２０３０年度に１．２６兆円程度が期待さ

れる。 

 

③アウトカム目標達成に向けての取組 

研究開発の成果は、各実施者が自社に持ち帰り、実用化のための技術開発等を実施

して事業化を進める。また、開発成果の新たな適用先の探索と顧客価値の評価に努め

る。このような取組を通じて、本プロジェクトの研究開発成果で実現するＩＴ機器の

高い省エネルギー性能とデータ転送性能を強みとして、市場の創出とシェア獲得を迅

速に進め、ＩＴ機器の電力消費量低減とＣＯ２排出量の削減を推進する。 

研究開発と並行して、光エレクトロニクス技術の標準化を図り、研究開発の成果が

迅速かつ広く世界の市場で受け入れられるよう努める。また、ニュースリリース、展

示会への出展、シンポジウム開催等の取組を通じて本事業の情報発信及び光エレクト

ロニクス技術の普及促進を行うと共に、光エレクトロニクス技術に関する人材育成の

活動により企業や大学における研究活動の支援等を行う。 

 

（３）研究開発の内容 

 上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基

づき、研究開発を実施する。 
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【委託事業】 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

（ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

（ｆ）光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

（ⅱ）国際標準化 

 以上の研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな基盤的技術に対して、産

官学の複数事業者が互いのノウハウなど持ち寄り、協調して実施する事業であり、委託

事業として実施する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

プロジェクトマネージャーに国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（以下「ＮＥＤＯ」という。） ＩｏＴ推進部 栗原 廣昭 を任命して、プロジェクト

の進行全体を企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果

を最大化させる。 

また、研究開発に参加する研究開発グループが持つ研究開発ポテンシャルを最大限活

用することにより効率的な研究開発の推進を図る。この目的でＮＥＤＯが委嘱する研究

開発責任者（プロジェクトリーダー）として、国立大学法人東京大学 ナノ量子情報エ

レクトロニクス研究機構 特任教授 荒川泰彦氏を置き、効果的な研究開発を実施する。 

本研究開発は、経済産業省において我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを

創出する未来開拓研究プロジェクトの一つである「光エレクトロニクス」として２０１

２年度に立ち上げられた１０年間のプロジェクトであり、事業開始から２０１７年度末

まで６年間の研究開発実施者を２０１２年度に企業、大学等の研究機関（委託先から再

委託された研究開発実施者を含む）から公募によって選定し、共同研究契約等を締結す
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る研究体を構築して開始したものである。 

これを受けＮＥＤＯは２０１３年度から２０１７年度まで５年間の基本計画を策定し、

研究開発を実施した。 

２０１７年度に実施した中間評価において、プロジェクトの必要性、研究開発マネジ

メント、研究開発の成果、実用化・事業化に向けた取組および見通しが評価され、当初

計画した計１０年間の事業遂行が妥当と認められた。 

以上のことより、２０１８年度から２０２１年度まで４年間の研究開発実施者を公募

により選定する。公募は、企業や大学等の研究機関等（以下、「団体」という。）のうち

原則として日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、単独又は複数で研究開発

に参加するものとする。ただし、国外の団体の特別の研究開発能力や研究施設等の活用

又は国際標準獲得の観点から必要な場合は、当該の研究開発等に限り国外の団体と連携

して実施することができるものとする。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究

開発実施者と密接な関係を維持しつつ、事業の目的及び目標、並びに本研究開発の目的

及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、ＮＥＤＯは四半期に一回

程度事業の進捗について実施者から報告を受けること等により各研究開発項目の進捗と

研究開発項目間の整合性・連携状況の確認を行うと同時に、政策動向・業界技術動向等

も把握して、必要な対策を合議し、ＰＬおよび実施者と連携して実施する。必要に応じ

て技術推進委員会等を開催して外部有識者の意見を運営管理に反映するものとする。 

 

３．研究開発の実施期間と経緯 

２．（１）ですでに述べたとおり、経済産業省は未来開拓研究プロジェクト「光エレクト

ロニクス」の事業期間として２０１２年度から２０２１年度（１０年間）を予定し、２０１

２年度から２０１７年度までの６年間の実施者を公募した。２０１３年度からはＮＥＤＯ

が、２０１７年度までの５年間の基本計画を策定し研究開発を実施した。２０１７年度に実

施した中間評価において、プロジェクトの必要性、研究開発マネジメント、研究開発成果、

実用化・事業化に向けた取組及び見通しが評価され、それを踏まえ当初計画された計１０年

間の事業として実施する。 

以上の経緯と２０１７年度まで計６年間の研究開発の成果を踏まえ、２０１３年度にＮ

ＥＤＯが策定した基本計画の一部を見直して２０１８年度から２０２１年度まで４年間の

研究開発を継続する。変更点は別紙 1および２を参照のこと。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意



 

6 
 

義及び将来産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の評価を事業項目毎

に実施する。具体的には、本基本計画の対象期間中の２０１４年度、２０１７年度に中間評

価を実施済みであり、また２０１９年度に中間評価、２０２２年度に事後評価を実施する。

評価結果は、経済産業省と相談のうえ、事業の延長・加速・縮小や必要な体制の再構築など

を含めて後年度の研究開発に迅速に反映することとする。 

なお評価の時期は、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等

に応じ、前倒しする等適宜見直すものとする。 

 

５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト

内で速やかに共有した後、ＮＥＤＯ及び実施者が協力して普及に努めるものとする。 

 

②標準化との連携 

 得られた研究開発の成果については、成果のグローバル展開に向けてオープン／ク

ローズド戦略に基づき事業戦略と一体となった国際標準化を進める。また、諸外国に

先んじて国際標準を獲得するため、国際標準提案に係る戦略的かつ迅速な国際標準獲

得活動を実施する。 

 

③知的財産権の帰属 

 委託研究開発の成果にかかわる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規

定等に基づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

 

④知財マネジメントに係る運用 

 本プロジェクトは、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」

を適用する。 

 

（２）基本計画の変更 

プロジェクトマネージャーは、当該研究開発の進捗状況及び評価結果、社会・経済的

状況、国内外の研究開発動向、政策動向、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の

確保状況等、プロジェクト内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要に応じて目標達成に

向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、プロジェクト基本計画の見

直しを弾力的に行うものとする。 
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（３）根拠法 

本プロジェクトは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５

条第１号ニ及び第９号に基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）２０１３年３月制定。 

（２）２０１５年９月、根拠法の追加に伴う改訂。 

（３）２０１８年１月、２０１８年度から２０２１年度の基本計画追加に伴う改訂。 

（４）２０１８年１１月、PLの所属先の記載を変更。 

（５）２０２０年２月、プロジェクトマネージャーの変更に伴う改訂。 
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（別紙１) 研究開発計画 

 

研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

１．研究開発の必要性 

クラウドコンピューティングやＩｏＴ（もののインターネット）の利用拡大、ＡＩ（人

口知能）の活用が急速進んでおり、データセンタなどにおける情報処理量や通信トラフィ

ックが指数関数的に増大しており、今後も情報量の増大が予測されている。 

電子機器に電気配線を用いる場合データ伝送量や速度、伝送距離の増加に伴い信号伝送

の損失が大きくなるのに対して、光配線を用いる場合それらが増大しても損失は一定であ

り消費電力の増加は極めて小さいという特性がある。このメリットを生かして、光配線は

高速インターネット網や携帯電話基地局で利用されているほか、近年はデータセンタ等の

低消費電力化・高速化技術として光配線技術が有力視され、半導体分野の企業で研究開発

が進められている。 

本研究開発では、電子機器の電気配線を光配線に置換し電子回路技術を融合させる光エ

レクトロニクス実装システム技術の根幹となる光電子集積インターポーザ、光電子ハイブ

リッド回路基板等を実現するための構成要素技術の開発と、高速化、省電力化、小型化など

の面で画期的な性能向上や中期的な技術基盤の変化をもたらす革新的デバイス技術の開発

を行う。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

電気配線と光配線が融合した光電子ハイブリッド回路基板の作製技術、高密度の光・

電気のインターフェースを備えた光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回

路基板に実装するための実装技術とインターフェース技術及び高信頼、低コスト化を

実現する設計・方式・製造装置を開発する。また、光電子集積インターポーザとＬＳＩ

を接続するインターフェース技術及び光電子ハイブリッド回路基板間を接続する高集

積コネクタ技術を開発する。さらに汎用電気インターフェースに対応した光素子駆動

アナログ電子回路を開発し、ロジックＬＳＩに搭載するためのアナログ電子回路技術

の開発を行う。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

光トランシーバや光電子集積インターポーザ等を実現する基盤技術として、光導波

路、光源、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの超小型要素光素子を開発

すると共に、これらを高密度集積する技術を開発する。また、光信号の並列化、多重化、

多値化についても検討を行い、インターポーザ上での大容量信号伝送技術を開発する。

さらに、ロジック、メモリ等の電子回路チップの搭載が可能で、光トランシーバを高密
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度に集積した、低消費電力で低コストな光電子集積インターポーザを形成する基盤技

術の開発を行う。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、１００Ｇｂｐｓ

の伝送容量を持つデジタルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回路

と光回路に関する基盤技術を開発する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路の設計技術に

関し、光、電子、それぞれの回路の最適設計を効率的に行うための統合設計環境を実現

する基盤技術を開発する。さらに、本統合設計環境を本事業内の研究チームで利用可能

とするための支援体制、スキームを整備する。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子ド

ットレーザ技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技術

開発を行う。 

[革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原

理に基づく次世代光変調器を開発する。 

[革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、

フォトニックナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス

回路の基盤技術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブ

ルゲートアレイ技術及びそのための要素デバイスの開発を行う。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高

効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実

現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デ

バイスの開発を行う。 

 

３．達成目標 

 光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基板及びそれぞれの要素技術を組

み込んだデバイスの集積化技術を開発することにより、電気配線の１／１０の低消費電力
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化・高速化（１ｍＷ／Ｇｂｐｓ）を達成する目処を得るとともに、１／１００以下の小型化

実現のための要素技術を確立する。また、機器間光インターフェースにおいて、１００Ｇｂ

ｐｓ／ｃｈの高速伝送及び現状の光トランシーバモジュールの消費電力（３００Ｗ程度）を

１／５～１／１０まで低減できる低消費電力化技術を実現する。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて

技術開発を行う。 

 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

多数の光デバイス・電子デバイスが搭載されたシリコンフォトニクスによる光電子

インターポーザ及び光電子インターポーザを搭載した光電子ハイブリッド回路基板を

実現するための基盤技術を開発する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した

光電子ハイブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤

技術を確立する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール

化技術を確立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

 超高速のデータ伝送を行う光電子集積インターポーザを実現するため、シリコンフ

ォトニクス技術を用いた光集積回路技術を開発するとともに、ロジックＬＳＩ、メモリ

ＬＳＩ、光デバイス等を光電子集積インターポーザ上に高密度集積するための集積化

技術を実現する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤

要素技術を確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を

確立する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するため

の基盤集積技術を確立する。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間、データセンタ間の大容量通信を可能とする小型デ

ジタルコヒーレント光トランシーバに必要な信号処理回路、光回路技術を２０１６年

度までに確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 



 

11 
 

１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を

行い、基本性能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（２０１６年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間

通信向け低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証す

るための要素技術を確立する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路を効率的に設

計するための光エレクトロニクス統合設計環境を実現し、プロジェクト内での活用を

可能とするとともに、本プロジェクト成果事業化時に適用できる効率的な設計フロー

構築のための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構

成を構築し、統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス

設計の基盤技術として、光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本

構造を確立する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能

とする統合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキッ

ト）を整備し、光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術開発 

 光電子集積サーバの高性能化を可能とする光電子集積デバイスの非連続的な高速化・

低消費電力化・小型化・低コスト化などの高性能化をもたらす挑戦性の高い技術の研究

開発を、以下のように実施する。なお、当該技術開発に関しては、その開発の性質等を

考慮し、技術開発の進捗度、本研究開発事業内での展開の可能性等の観点から、必要に

応じて見直しを適宜実施するものとする。 

 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向けてシリコン基板上量子

ドットレーザ技術とその集積化技術の開発を行うと共に､高感度受光器に関する技術

開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合

型単チャンネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術とし

て受光器における暗電流抑制効果を実証する。  
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【中間目標】（２０１７年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現

するとともにシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、

導波路型受光器における暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子

集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化

する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、シリコン上量子ドットレーザの高

温動作と高速変調動作を実現する。また、光電子集積インターポーザ用集積化受光器

への展開に向け、シリコン基板上に集積した受光器の低暗電流動作を実証し、高速応

答動作可能な構造を明確にする。 
【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、1.4μm 以上の長波長帯のシリコ

ン基板上量子ドットレーザの実現可能性を示す。また、光電子集積インターポーザ用

集積化受光器に向け、高速応答可能で省電力化が可能な導波路型受光器を実証するこ

とにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通しを示すと共に、事業化に

対する課題を明確化する。 

 

 ［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原

理に基づく次世代超小型光変調器の開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小形化を

可能とする新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【中間目標】（２０１７年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対

する課題を明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、超小型化・高速動

作を可能とするスローライト型変調器や低消費電力化が可能なハイブリッド MOS 型

光変調器等の動作を実証する。 
【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、スローライト型変

調器やハイブリッド MOS 型変調器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現

する可能性を実証することにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通し
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と事業化に対する課題を明確化する。 
 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けたナノスケール光配線基

盤技術として、フォトニック結晶構造等を用いた信号伝搬制御等に関する高度な光配

線技術の開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術にお

いて、層間方向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【中間目標】（２０１７度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、

これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等を用いた光損

失補償機能や光バッファ機能など、革新的導波路技術の可能性を示す。 
【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等による光損失

補償機能や光バッファ機能を統合することなどにより高度な光配線技術を開発し、光

電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 
 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス

回路の基盤技術として、光回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲ

ートアレイ（以下光ＦＰＧＡ）技術及びそのための要素デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の光

増幅器が並ぶアレイデバイスを実現する。 

【中間目標】（２０１７年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。

また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとと

もに事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、光ＦＰＧＡを構成するハイブリッド光

素子の集積プロセスシーケンスを確立し、光ＦＰＧＡの原理実証を行う。 
【最終目標】（２０２１年度末） 
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光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ上で機能可変

型光エレクトロニクス回路の基本機能を実証して光ＦＰＧＡ実現の見通しを明らかに

することにより、光電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 
 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の

高効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術

実現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理

デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型をベ

ースとした超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超高

速光信号処理デバイス実現にむけた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動

作を実証する。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の

見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 
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研究開発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

１．研究開発の必要性 

本プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実現するには、そ

れに適したシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のある実用性の高い技

術の開発が必要である。光電子集積インターポーザは、これまでの研究開発の成果を集約し

アウトプット目標を達成するために重要な素子であり、そのデバイス技術、実装技術及びシ

ステム化技術を開発する必要がある。 

本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かすサー

バ等のシステムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、研究開発項目①光エレクトロニクス

実装基盤技術の開発の要素技術を用いてシステムを構築するための基盤技術を開発する。

これにより、システムの実用性を検証するとともに、要素技術開発にフィードバックするこ

とで、完成度の高い技術の効率的な開発を実現する。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

データセンタレベルでの運用が可能な、多種のＬＳＩを高密度集積した光電子集積

インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した、小型・高速動作・低消費

電力光電子融合サーバボードを実現するための基盤技術を開発する。また、高速ストレ

ージインターフェースに適応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイス

を搭載した光インターフェース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立す

る。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光送受信システムを内蔵し、光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバ

を開発し、アクティブ光ケーブル (ＡＯＣ）を実現する。さらに、光トランシーバを集

積した光電子ハイブリッド回路基板上に、既存ロジックＬＳＩを実装した光ケーブル

付きＬＳＩを開発する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセ

ンタ間接続用光トランシーバの実現を目的に、高周波実装回路技術と、変調器／ドライ

バ、受信フロントエンド等のデバイス制御技術を確立し、小型で低消費電力の１００Ｇ

ｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 



 

16 
 

シリコンフォトニクス技術を用いたアクセスネットワーク用集積光エレクトロニク

スチップを開発し、企業間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トラ

ンシーバのシステム化技術を確立する。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

２０１７年度までに本プロジェクトで開発された光エレクトロニクス実装基盤技術

およびシステム化技術あるいはそれらと同等の技術を基に、光電子集積インターポー

ザを実現するために必要なデバイスおよび実装技術を開発する。 

具体的には光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの光電子インターポーザ

の構成要素となる光素子を小型化、高速化および低消費電力化するための技術を開発

すると共に、光信号の多重化および多値化を検討し、光電子集積インターポーザにおけ

る大容量信号伝送技術を開発する。 

また、光電子集積インターポーザの大容量化、高信頼、低コスト化を実現する実装技

術として、異種導波路を接続する技術、光電子集積インターポーザとＬＳＩを接続する

インターフェース技術、及び高集積コネクタ技術を開発する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

上記（ｅ）で研究開発する光電子集積インターポーザを情報処理装置や情報通信機器

およびそのシステムに適用するために必要となるシステム化技術の研究開発を行う。 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

実際のデータセンタで運用が可能でありかつ光電子集積インターポーザを用いた小

型かつ高速動作が可能な低消費電力光電子融合サーバボードを実現するため、必要と

なるシステム化技術を開発する。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

シリコンフォトニクスデバイス技術を応用展開した光電子集積インターポーザを用

いて、小型一芯双方向波長多重トランシーバのシステム化技術を確立する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

 国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析す

るとともに、プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積

極的に推進する。また、フォーラム標準化機関[ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum）、

ＩＥＥＥ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group）、ＣＯＢＯ（Consortium 

for On-Board Optics）]、並びにデジュール標準化機関[ＩＥＣ（International 

Electrotechnical Commission）]等の標準化動向を踏まえ、研究開発成果が迅速かつ広く世

界の市場で受け入れられるようにするために、光電子集積インターポーザに関わる国際標

準化を積極的に推進する。 
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３．達成目標 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルの運

用が可能な、多種のＬＳＩを高集積化した小型・高速動作・低消費電力な光電子融合サーバ

ボード等を実現するため基盤技術を開発し、光電子融合サーバボード実現のための目処を

得ることを目標とする。 

具体的には、光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実

装技術を開発し、１０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化と、電気配線を使用した場合の１

／１０に相当する１ｍＷ／Ｇｂｐｓの低消費電力を実現するための要素技術を確立する。 

加えて、順次実用化する開発成果の事業化に必要となる国際標準の提案と採択推進活動

を行う。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて

技術開発を行う。 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベル

での運用が可能な光電子集積サーバボード実現のための基盤技術を開発する。多種の

ＬＳＩが高密度集積した光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上

に搭載した小型・高速動作・低消費電力光電子集積サーバボードを実現するための課題

抽出を行い、課題解決の目処を得る。また、高速ストレージインターフェースに適応す

る光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイスを搭載した光インターフェース

付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝

送スペック（変調速度、多重度、チャンネル数など）及び光電子インターポーザの回

路冷却に関する基本要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと積層型

ストレージチップ実装基板からなるハイブリッド型の光インターフェース付きＳＳ

Ｄを試作し、標準ストレージインターフェースによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、

要求スペックを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型

のストレージチップを実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバによるアクティブ光ケーブル

の実現と、光トランシーバとロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩの実現
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に向け、次の開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体

間接続における実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシー

バとロジックＬＳＩ間の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき

既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭

載基板間光接続を実現する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと小形集積型送受信光デバイスをモジュール化したデー

タセンタ間接続用トランシーバの実現に向け、次の検討を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

一次試作の光デバイス及びＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバイ

ス制御動作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事項

を抽出する。 

【最終目標】（２０１６年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓ

デジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いた集積光エレクトロニクスチップを開発し、企業

間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバを実現するため

の基盤システム化技術を確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光ト

ランシーバを実証する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わ

せて集積試作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するととも

に、企業間ネットワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解

決の目処を得る。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実装技術を
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開発し、１０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化を実現するための要素技術を確立する。 

具体的には、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器など光電子集積インターポ

ーザの構成要素となる光素子の小型、高速、低消費電力化技術を開発する。また、シン

グルモードファイバーとの接続に適した異種導波路接続構造並びに導波路・光ファイ

バ間の接続構造を開発する。更に、光電子集積インターポーザにおける大容量信号伝送

技術として光信号の多重化、多値化技術を開発する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光配線の消費電力を２ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下にするための要素技術を開発する。また、

光電子集積インターポーザの異種導波路接続技術と高集積コネクタを開発し、損失の

少ないシングルモードファイバーとの光リンクを実現する。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下とするための要素技術と、電気配線と比

較し通信速度あたりの面積で１／１００すなわち１００倍の帯域密度を実現するため

の要素技術、およびシリコンフォトニクス技術による波長多重シングルモード光回路

を開発することにより、１０Ｔｂｐｓ／ノードの帯域幅を持つ光電子集積インターポ

ーザ技術を実現する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いたサーバ

ボードを実現するための要素技術を開発し、データセンタで運用できかつ電気配線を

用いた場合に比べて消費電力を３割削減できることを示す。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消費電力の少ない光電子集積インターポ

ーザ技術と合わせることによりサーバ電力量を３０％削減可能であることをシミュレ

ーションにより示す。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術

を組合せた光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを用いてサ

ーバ電力量を３０％削減可能であることを示す。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いることに

より、一芯双方向波長多重トランシーバを搭載した光アクセスネットワーク端末装置

を小型化するための要素技術を開発し、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃ

ｍ以下のサイズに小型化する目処をつけることを目標とする。 

【中間目標】（２０１９年度末） 
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一芯双方向波長多重トランシーバに消費電力の少ない光電子集積インターポーザを

実装し、動作検証を行う。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバを搭載するこ

とにより、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃｍ以下のサイズに小型化する

ための実装技術を開発する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

本プロジェクトでの開発成果の事業化に必要な各種インターフェースの標準化を獲得す

るため、次のような標準化活動を実施する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、

ＩＥＥＥ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、

「キーメンバーコミュニティー」におけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐ

ｓデジタルコヒーレント光トランシーバに関する標準化を推進する。 

【中間目標】（２０１７年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化

提案活動を行い、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インター

フェースに関する各種標準化団体に参画し、実用化する開発成果の事業化に必要な標

準の提案を行う。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インター

フェースに関し、提案した標準化案の採択推進活動を行う。 
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（別紙２）研究開発計画 

 

 

 

 

 


